
別記 

第１号様式（第５条関係） 

   年 月 日 

（あて先）八戸市長 

住 所   

申請者 名 称   

代表者職氏名   

補助金交付申請書 

令和６年度八戸市商店街後継者育成支援事業補助金の交付を受けたいので、八戸市補助

金等の交付に関する規則第３条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり交付を申請

します。 

記 

１ 補 助 事 業 名 称   

２ 補助金交付申請額  金        円 

３ 添 付 書 類 

⑴ 定款、規約、会則等の写し 

⑵ 役員名簿及び構成員名簿 

⑶ 事業計画書（第２号様式） 

⑷ 収支予算書（第３号様式） 

⑸ 第３条に規定する税に係る納税証明書又は同意書（第４号様式） 

⑹ 後継者育成の方針及び目標並びに当該目標達成に向けた計画が分かる資料（当該

計画における補助事業の位置付けが分かるものに限る。） 

⑺ その他市長が必要と認める書類  

【担当者】 
所属・職氏名： 
電 話 番 号： 
メ ー ル： 



第２号様式（第５条、第９条関係） 

事業計画（実績）書 

１ 申請者の概要 

名称及び代表者氏名  

所 在 地  

設 立 年 月 日  

構 成 員 数  

２ 補助事業の概要 

事 業 名 称  

事 業 目 的 
（ 事 業 効 果 ） 

 

事 業 内 容 
（ 事 業 実 績 ） 

 

実 施 体 制  

事 業 実 施 期 間  

※ 必要に応じて、参考となる資料を添付すること。  



第３号様式（第５条、第９条関係） 

収支予算（精算）書 

【収入】                （単位：円） 

項目 金額 備考（積算明細） 

   

   

   

合計   

【支出】                               （単位：円） 

項目 金額 備考（積算明細） 

補
助
対
象
経
費 

   

   

   

   

   

小計   

そ
の
他 

   

   

小計   

合計   

※ 申請時から内容に変更があった場合は、変更前の内容を上段に括弧書きすること。  



第４号様式（第５条関係） 

   年 月 日 

同意書 

（あて先）八戸市長 

住 所   

申請者 名 称   

代表者職氏名   

私は、令和６年度八戸市商店街後継者育成事業補助金の交付申請にあたり、次の税目につ

いて滞納がない旨証明するため、市税の納付状況を確認することに同意します。 

・対象税目 

法人市民税、固定資産税、軽自動車税  



第５号様式（第６条関係） 

八 商 第    号 

年 月 日 

 

          様 

八戸市長        

補助金交付決定通知書 

   年 月 日付けで交付申請のあった令和６年度商店街後継者育成支援事業補助金

については、八戸市補助金等の交付に関する規則第５条の規定により、下記のとおり交付す

ることに決定したので通知します。 

記 

１ 補助金交付決定額  金        円 

２ 条 件 

⑴ この補助金は、当該事業の目的以外の用途に使用しないこと。 

⑵ 補助事業の内容を変更する場合は、事業変更承認申請書（別記第７号様式）を市長

に提出してその承認を受けること。ただし、内容の変更が補助対象経費のみに係るも

のであって、かつ、補助対象経費の総額の増減が20パーセント以内である場合はこの

限りでない。 

⑶ 補助金の額が変更になる場合において、変更後の補助金の額は、本通知書にある補

助金交付決定額の範囲内とする。 

⑷ 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、事業中止（廃止）承認申請書（別記第８

号様式）を市長に提出してその承認を受けること。 

⑸ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場

合は、速やかにその旨を市長に報告してその指示を受けること。 

⑹ 補助事業の実施に当たっては、関係法令を遵守すること。  



第６号様式（第６条関係） 

八 商 第    号 

年 月 日 

 

          様 

八戸市長        

補助金不交付決定通知書 

   年 月 日付けで交付申請のあった令和６年度商店街後継者育成支援事業補助金

については、交付しないことに決定したので、令和６年度八戸市商店街後継者育成支援事業

補助金交付要領第６条第２項の規定により通知します。  



第７号様式（第７条関係） 

   年 月 日 

（あて先）八戸市長 

住 所   

補助事業者 名 称   

代表者職氏名   

事業変更承認申請書 

   年 月 日付け八商第   号で補助金の交付決定の通知を受けた後継者育成事業

について、下記のとおり変更したいので、令和６年度八戸市商店街後継者育成支援事業補

助金交付要領第７条第１号の規定により、その承認を申請します。 

記 

１ 変 更 内 容 

内容 変更前 変更後 

   

２ 変更の理由 

 

３ 添 付 書 類 

⑴ 変更に伴う補助対象経費の総額の増減が20パーセントを超える場合は、変更部分

を二段書きにし、変更前の記載内容を上段に括弧書きした収支予算書 

⑵ 交付申請書に添付した書類の内容に変更がある場合は、変更後のもの  



第８号様式（第７条関係） 

   年 月 日 

（あて先）八戸市長 

住 所   

補助事業者 名 称   

代表者職氏名   

事業中止（廃止）承認申請書 

   年 月 日付け八商第   号で補助金の交付決定の通知を受けた後継者育成事業

について、下記のとおり中止（廃止）したいので、令和６年度八戸市商店街後継者育成支

援事業補助金交付要領第７条第３号の規定により、その承認を申請します。 

記 

１ 補助事業を中止（廃止）する理由 

 

２ 補助事業の中止の期間（廃止の時期） 

 

  



第９号様式（第９関係） 

実績報告書 

補助事業名称   

交付決定通知 
   年 月 日  八商第   号 

添付書類 
１ 事業実績書（第２号様式） 
２ 収支精算書（第３号様式） 
３ 補助事業に要した経費のうち、補助対象経費の内容を明らかにした領収書等 
４ 補助事業の実施状況が確認できる資料（写真、ホームページの写し等） 

事業の成果及び課題並びに今後の展望 
 

   年 月 日  
（あて先）八戸市長 

住 所   
補助事業者 名 称   

代表者職氏名   



第10号様式（第10関係） 

八 商 第    号 

   年 月 日 

 

          様 

八戸市長        

補助金確定通知書 

   年 月 日付けで実績報告のあった令和６年度商店街後継者育成支援事業補助金

については、八戸市補助金等の交付に関する規則第13条の規定により、下記のとおり確定し

たので通知します。 

記 

１ 交付決定補助金額        金        円 

２ 確 定 補 助 金 額        金        円 

３ 交付済補助金額        金        円 

４ 未 交 付 額        金        円 



第11号様式（第11条関係） 

   年 月 日 

（あて先）八戸市長 

住 所   

補助事業者 名 称   

代表者職氏名            ㊞ 

請求書 

   年 月 日付け八商第   号で交付確定の通知を受けた令和６年度八戸市商店街

後継者育成事業補助金について、下記のとおり請求します。 

記 

１ 交付決定補助金額  金        円 

２ 確 定 補 助 金 額  金        円 

３ 交付済補助金額  金        円 

４ 今回請求補助金額  金        円 

５ 振 込 先 

金 融 機 関 名  

支 店 名  

預 金 種 目  

口 座 番 号  

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義 人  



第12号様式（第11条関係） 

   年 月 日 

（あて先）八戸市長 

住 所   

補助事業者 名 称   

代表者職氏名            ㊞ 

概算払請求書 

   年 月 日付け八商第   号で交付決定の通知を受けた令和６年度八戸市商店街

後継者育成事業補助金について、令和６年度八戸市商店街後継者育成支援事業補助金交付

要領第11条第２項の規定により、下記のとおり請求します。 

記 

１ 交付決定補助金額  金        円 

２ 今回請求補助金額  金        円 

３ 未 請 求 額  金        円 

４ 概算払を希望する理由   

５ 振 込 先 

金 融 機 関 名  

支 店 名  

預 金 種 目  

口 座 番 号  

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義 人  



第13号様式（第12条関係） 

備品管理台帳（令和６年度） 

財 産 名  

規 格  

数 量  

単 価  

金 額  

取 得 年 月 日  

保 管 場 所  

備 考  

※１ 対象となる取得財産等は、交付要領第12条に定める財産とする。 

２ 数量は、同一規格であれば一括して差し支えない。ただし、単価が異なる場合には区

分して記載のこと。 

３ 取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。 


